
別紙１ 

計算書類に対する注記（法人全体用） 

 

 

１． 重要な会計方針 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定額法によっている。 

② 無形固定資産 

 定額法によっている。 

③ リース資産（所有権移転外ファイナンスリース・リース取引に係るリース資

産） 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。 

④ 長期前払費用 

 定額法によっている。 

（２） 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

額を計上している。 

② 退職給付引当金 

 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当

期末において発生していると認められる額を計上している。 

（３） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２． 法人で採用する退職給付制度 

   退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済

制度及び一般財団法人静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度によっている。 

 

３． 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 

 当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。 

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三

号第一様式） 

（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号

第二様式） 

 当法人は、社会福祉事業のみ実施しているため省略している。 



（３） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、 

第二号第三様式、第三号第三様式） 

当法人は、１拠点のため省略している。 

（４） さつき園拠点区分計算書類（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、

第三号第四様式） 

（５） 拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩））は省略している。 

（６） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

（７） 拠点区分におけるサービス区分の内容 

さつき園拠点（社会福祉事業） 

 「法人本部」 

 「特別養護老人ホームさつき園」 

 「老人デイサービスさつき園」 

 「老人短期入所さつき園」 

 「老人居宅介護等さつき園」 

 「老人介護支援センターさつき園」 

 「居宅介護支援」 

 「高齢者介護予防」 

 「地域支え合い」 

 

４． 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

                                   （円） 

  基本財産の種類  前期末残高  当期増加額  当期減少額  当期末残高 

  土地       731,750,550      0       0  731,750,550 

  建物       607,796,409       0 △38,328,056  569,468,353 

  合計      1,339,546,959      0    38,328,056 1,301,218,903 

 

５． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

・ﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ車椅子を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩

した。 

 ・全自動汚物処理機を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り

崩した。 

 ・製氷機を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩した。 

 ・パソコンを廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩した。 

 ・印刷機を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩した。 

 ・製氷機を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩した。 



 ・ﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ車椅子を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩

した。 

 ・製氷機を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩した。 

 ・ﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ車椅子を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩

した。 

 ・製氷機を廃棄処分したことに伴い、国庫補助金等特別積立金１円を取り崩した。 

 

６． 担保に供している資産 

 担保に供されている資産は以下のとおりである。 

 土地                          705,700,000 円 

建物                          480,204,193 円 

   計                        1,185,904,193 円 

 

 担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

 設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）       170,580,000 円 

   計                         170,580,000 円 

 

７． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

                                 （円） 

            取得価額   減価償却累計額    当期末残高 

建物（基本財産） 1,064,571,453    495,103,100   569,468,353 

建物           273,000            272,999                1 

 構築物        20,632,800     20,267,528      365,272 

 器具及び備品         58,443,194     54,920,975    3,522,219 

 車両運搬具           21,478,020         16,918,414    4,559,606 

  合計       1,165,398,467    587,483,016   577,915,451 

 

８． 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 「該当なし」 

 

９．関連当事者との取引の内容 

 「該当なし」 

 

 

10．重要な偶発債務 

 「該当なし」 



 

11．重要な後発事象 

 「該当なし」 

 

12．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産

の状態を明らかにするために必要な事項 

 「該当なし」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


